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概要 

税源浸食・利益移転（BEPS）に係る経済協力開発機構（OECD）およびG20による包摂

的枠組みにおいて、世界経済のデジタル化から生じる税務上の課題解決に向け対応が

行われている。BEPSの第2の柱モデルルールは、連結財務諸表の収益が7億5千万ユ

ーロを越える多国籍企業（MNEs）に適用される。OECDのプロジェクトの背景は、IFRS 

Developments 第203号「OECD BEPS 第2の柱 - Globeルール：会計上の影響」で解

説している。 

2023年5月23日、国際会計基準審議会（以下、IASB）は「国際的な税制改革－第

2の柱モデルルール-IAS第12号の修正」（以下、本修正）を公表した。本修正が公

表された理由は以下の通りである。1）影響を受ける企業に対する適時の救済措置

を提供する、2）IAS第12号「法人所得税」の適用において実務で生じ得る解釈のば

らつきを回避する、及び3）第2の柱に関する法制が発効する前および発効した後の

期間において財務諸表利用者に提供される情報を改善する。本修正には以下の内

容が盛り込まれている。 

 

‣ 第2の柱モデルルールの各法域における導入から生じる繰延税金の会計処理
に対して強制的に適用される一時的な例外措置 

‣ 当該法制から生じる第2の柱の法人所得税に対する企業のエクスポージャー
（特に未発効である期間における）を財務諸表利用者がよりよく理解するのに
役立てるための、影響を受ける企業に対しての開示要求 

  

重要ポイント 

‣ 本修正は、OECDの第2の柱

モデルルールの導入に起因

して生じる繰延税金の認識

及び開示に対して強制的に

適用される一時的な例外措

置を導入している。 

‣ 本例外措置は、本修正の公

表後直ちにかつ遡及的に適

用される。 

‣ 企業は2023年1月1日以降開

始する事業年度から第2の柱

の法人所得税に対する潜在的

なエクスポージャーに関する情

報を開示しなければならない。 

‣ 2023年12月31日以前に終

了する期間の期中報告にお

いては本開示は求められな

い。 
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強制的に適用される一時的な例外措置は直ちに適用され、その適用について開示が求

められる。残りの開示要求事項は2023年1月1日以降に開始する事業年度から適用され

るが、2023年12月31日以前に終了する期中報告期間については適用されない。 

 

IAS第12号の修正 

繰延税金の認識及び開示の一時的な例外措置 

本修正は、適格国内ミニマム・トップアップ税を導入する税法をはじめ、OECDが公表し

た第2の柱モデルルールを導入するために制定された（又は実質的に制定された）税法

から生じる法人所得税にIAS第12号が適用されることを明確にしている。そのような税

法及びそれから生じる法人所得税は、「第2の柱の法制」及び「第2の柱の法人所得税」

と称される。 

本修正は、IAS第12号に第2の柱の法人所得税に関する繰延税金資産及び負債の認

識及び開示に関する強制的な例外措置を導入する。IASBは、各国の税制の下で認識

される繰延税金の測定を一時的な例外措置の範囲に含めるように拡大することはしな

かった。これは、企業が、関連する資産又は負債が回収又は決済される際に納付が見

込まれる第2の柱の法人所得税を各国の税制の下で認識される関連する繰延税金に反

映し再測定することはないためである。 

本修正では、一時的な例外措置により、当該税制に関連して生じる繰延税金の会計処

理を免除することで、利害関係者にこの複雑かつ新しい税制の影響を評価する時間が

与えられるとしている。その結果、各企業が多様な方法で解釈することによるIAS第12

号の適用のばらつきが生じることも回避される。 

IASBは、一時的な例外措置の期限を定めておらず、第2の柱モデルルールの導入状況

をモニタリングしたうえで、追加の検討を実施する時期を決定する。 

 

例外措置の適用に関する開示 

本修正は、第2の柱の法人所得税に関係する繰延税金資産及び負債の認識およびそれ

らに関する情報の開示に本例外措置を適用している旨を、企業に開示するよう求めてい

る。 

 

当期税金の開示 

企業は、法制が発効する期間においては、第2の柱の法人所得税に関する当期税金費

用（収益）を区別して開示することが求められ、これにより財務諸表利用者が当該税金

の税金費用全体に占める大きさを理解することができる。 

IASBは、第2の柱のトップアップ税をIAS第12号の適用対象となる法人所得税とみなす

べき時期については特に明確にしておらず、企業にすべてのトップアップ税を法人所得

税として処理することも求めていない。企業は、企業の置かれた状況においていずれの

トップアップ税が法人所得税とみなされるのかを評価する際には、判断を行使する必要

がある。 

 

法制が発効する前の期間における開示 

本修正は、第2の柱の法制は（実質的に）制定されているが未だ発効していない期間につ

いて、財務諸表利用者が企業の第2の柱の法人所得税に対するエクスポージャーを理解

するのに役立つ既知の又は合理的に見積り可能な情報の開示を求めている。これらの要

求事項を遵守するためには、企業は、報告期間末時点の第2の柱の法人所得税に対する

エクスポージャーに関する定性的及び定量的情報を開示しなければならない。例えば、以

下の情報を開示することで、これらの要求事項を満たすことができる。 

(a) 企業が第2の柱の法制によってどのような影響を受けるか及び第2の柱の法人所得

税に対するエクスポージャーが存在する可能性のある主要な法域に関する定性的情

報 
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(b) 以下に関する定量的情報： 

‣ 第2の柱の法人所得税の対象になる可能性がある利益の割合及び当該利益
に適用される平均実効税率 

 

‣ 第2の柱の法制が発効した場合に企業の平均実効税率がどのように変化す
るかを示す指標 

上記の情報は、法制の具体的な要求事項のすべてを反映する必要はなく、一定の

レンジの形で開示することも可能である。IASBは結論の根拠で、「この要求を満た

すために企業は考え得る将来の取引及びその他の事象に関する情報（フォワード・

ルッキング情報）を開示しなければならないということではない。例えば、企業は将

来の利益を予測する、将来の期間に講じると見込まれる緩和措置を考慮する、又は

税法の考え得る将来の改正を検討することは、求められないであろう。」と述べてい

る。 

IASBは、法域によっては早ければ2024年1月1日にも当該法制が発効すること

が見込まれることに留意した。そのためIASBは、開示要求事項が適用可能になる

時までに、多くの企業が、エクスポージャーに関する一定の情報を有していること

を想定している。しかし、情報が既知ではない、又は合理的に見積り可能でない場

合、企業はその旨およびエクスポージャーの評価の進捗状況に関する情報を開示

することが求められる。 

 

経過措置及び発効日 

繰延税金の認識及びそれに関する情報の開示の一時的な例外措置及びその適用

を開示する要求事項は、本修正の公表後直ちにかつ遡及的に適用される。 

第2の柱の法人所得税に関する当期税金費用の開示及び法制が発効する前の期

間における開示は、2023年1月1日以降に開始する事業年度から要求されるが、

2023年12月31日以前に終了する期中報告期間については適用されない。 

各法域において本修正の適用が承認される前に、年次又は期中財務諸表を作成

する必要がある企業は、目的適合性と信頼性のある情報につながる会計方針を

策定し適用する必要があり、その際に行使すべき判断に関するガイダンスについ

てはIFRS Developments 第214号「IAS第12号の修正前における第2の柱の法人

所得税の会計処理」を参照されたい。 

 

弊法人のコメント 

本修正は第2の柱の法人所得税に対する企業のエクスポージャーを財務諸表利

用者が理解するのに役立つ既知又は合理的に見積り可能な情報を開示するこ

とを要求しており、企業は本修正で求められる追加的な開示を提供する準備を

すべきである。さらに、企業は、報告期間末時点の企業の第2の柱の法人所得

税に対するエクスポージャーに関する定性的及び定量的情報を提供できるよう

に体制を整備する必要がある。また、情報が既知ではない又は合理的に見積り

可能ではない場合、企業はその旨およびエクスポージャーの評価の進捗状況を

開示する必要がある。 

企業は、関連する法域における第2の柱モデルルールの導入及び（実質的な）

制定に関する動向を注視し、必要に応じてアドバイザーに依頼して、第2の柱モ

デルルールが財務諸表、監査及び税務申告に与える影響を判断する必要があ

る。企業は、本修正で要求される開示を適時に作成するために必要な情報を入

手する適切なプロセスと手順が確立されているかどうかを検討し始めることが推

奨される。 
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